
建設工事受注動態統計調査の推計方法の見直しについて 

【背景】 
 ○建設投資の急激な減少等による建設業者の経営環境の悪化等の構造的な要因も背景とした

統計精度低下への懸念 
  
 ○「公的統計の整備に関する基本的な計画」における公的統計の質的向上の要請 

【現状】動態調査の受注高が施工調査の完成工事高と比べ相当程度小さい推計値となっている。 
     → 動態調査の受注高は施工調査の完成工事高の約61.8％（平成19年度実績） 

【未回答業者の状況（平成19年度実績）】 
○動態調査に12ヶ月間未回答業者のうち約半数 
 の1,232業者は施工調査に回答し、そのうち施工   
 実績のない業者は17業者（1.4％）のみ  
○上記1,232業者と各月の平均未回答業者（4,570 
 業者）の受注高が同様の分布と仮定し年間受注高 
 を推計すると、元請受注高推計値は施工調査の 
 元請完成工事高とほぼ同水準（91.7％） 

 【考えられる推計手法】 
 ○欠損値への対応としてインピュテーション  
  （mean、cold‐deck、hot‐deck等）やウェイト 

付けがあるが、月次の統計である動態調査 
では時間を要しない簡便な手法が適当  

○国の他の統計でも一般的で簡便な手法 
であるウェイト付けが現実的に採用可能な 
手法の中で最も合理的 

【ウェイト付けによる推計手法の比較・検討（平成19年度実績）】 
・手法①(1)動態調査抽出層の一部（完工高3層） 
・手法②(1)施工調査の抽出層（資本金8層×層化業種21層） 
・手法③(1)動態調査の抽出層（完工高3層×公共元請完工高4層） 
 ※上記について、乙調査対象業者をウェイト付けしない推計手法 
  （手法①(2)～手法③(2)）もあわせて検討 

【動態調査に適した推計手法】 
実現可能性を踏まえて検討された手法の
中で手法③(2)動態調査の抽出層の回収

率によるウェイト付け（乙調査対象業者は
ウェイト付けしない）が最も適した推計手法 
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【現状】動態調査の受注高と施工調査の完成工事高との比較について 

  
動態調査における受注高等は、施工調査における完成工事高等に比べると、相対的に低い金額。 

 
 
 

施工調査における完成工事高との比較 

Ｈ１９年度動態調査（Ａ）   
受 注 高 計 ：５２，９０１，４６３百万円 
  
元請受注高計：３７，２４５，５７２百万円 

〔Ａ／Ｂ〕  
６１．８％ 
 
７１．４％ 
 
 

Ｈ１９年度施工調査（Ｂ）   
完成工事高計：８５，６６６，５６９百万円 
  
元請完工高計：５２，１７６，２８９百万円 

両調査とも未回収分は 
実績なしと推計 

      【動態調査】 
Ｈ１９年度平均回収率：６２．２％ 
    （うち実績なし回答率１１．１％） 

     【施工調査】 
Ｈ１９年度回収率：５７．９％ 
    （うち実績なし回答率５．４５％） 

              
              【動態調査】  
施工調査における前々年度の完成工事高が１億円以上 
の建設業者を完成工事高別・公共元請完工高別に層化 
し、約１２，０００業者を抽出 
 

              
              【施工調査】  
実績の如何にかかわらず、約５０万の建設業許可業者 
から、資本金階層別・許可業種別に層化し、約１１万 
業者を抽出 
 

未回収分の中にも実績のある業者が含まれている 
可能性が高い 

－２－



【未回答業者の状況（動態調査）】 

 
 動態調査対象業者のうち、4月から3月までの12ヶ月間未回答だった業者の状況を調査。 

１．未回答業者数（H18年度、H19年度） 

調査対象業者数  
H18年度：１２，１３５  
H19年度：１２，１０２ 

未回答業者数（12ヶ月間）  
H18年度：２，１５６（１７．８％）  
H19年度：２，４３２（２０．１％） 

各月の未回答業者の平均は、 
  
 H18年度：４，４７７業者 
 H19年度：４，５７０業者 

 
（１）上記１の未回答業者のうち、H18年度、H19年度施工調査に回答している業者の状況を調査。 
 
 
 
 
 
 
（２）H19.4月～H20.3月までの12ヶ月間未回答だった業者のうち、H19年度施工調査により完成工事高が判明 
  した1,232業者の受注高を、H19年度動態調査の抽出層毎の判明率により推計し（1,232業者の数値を平均 
  未回答業者4,570業者の数値に膨らます）、H19年度動態調査の受注高に加えた試算値をH19年度施工 
  調査の完成工事高と比較した（H18年度も同様な手法により試算）。 

２．未回答業者に係る完成工事高の再調査状況（H18年度、H19年度） 

施工調査回答業者数  
H18年度：１，０３７（４８．１％）  
H19年度：１，２３２（５０．７％） 

完成工事高「０」と回答した業者数  
H18年度：１２  （１．２％）  
H19年度：１７ （１．４％）  
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【ウェイト付けによる推計手法の比較・検討】 
 
・推計手法の検討に当たっては、合理的と考えられる３つの層の区分を作成し、６つの推計手法による推計値と 
 施工調査の完成工事高との比較・検討を行った。  
・利用する回収率の層については、手法①は動態調査の抽出層の一部（完工高3層）、手法②は施工調査の 
 抽出層（資本金8層×層化業種21層）、手法③は動態調査の抽出層（完工高3層×元請完工高4層）である。 
 各手法について、乙調査対象業者をウェイト付けの対象としないものが手法①(2)～手法③(2)である。 

 
完成工事高（３層）ごとの回収率により推計  
【手法①(1)】 元請受注高が大きな値となった。 
【手法①(2)】 元請計では同水準となったが、公共元請 
        では手法①(1)同様、大きな値となった。 

手法①：動態調査抽出階層（一部）での推計 

公共元請完工高が高い層の回収率が高いことを勘案 
せず、推計することが要因ではないか。 

 
資本金（８層）×層化業種（21層）ごとの回収率により推計  
【手法②(1)】 元請受注高が大きな値となった。 
【手法②(2)】 元請受注高の乖離幅は縮小するが、公共 
        元請受注高がやや高めの推計値。 

推計する層が１６８層と細かいことから、毎月の回収率 
のばらつきが大きくなることが要因ではないか。 

手法②：施工調査抽出階層での推計 

 
完成工事高（３層）×公共元請完成工事高（４層）ごと 
の回収率により推計  
【手法③(1)】 元請受注高はやや大きな値だが、公共 
        元請受注高の乖離幅は縮小。 
【手法③(2)】 公共・民間の内訳も含め元請受注高が 
        施工調査の元請完工高とほぼ同じ金額。 

手法③：動態調査抽出階層での推計 

比較検討した６つの推計手法の中では、手法③(2)は過大推計にならず、公民別の元請受注高も含めたバランスも 
よいことから、実現可能性を踏まえて検討された手法の中で最も適した推計手法と考えられる。 
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◇３業種別（総合工事業、職別工事業、設備工事業）に施工調査の完成工事高と現行推計方式による受注高 
 または手法③(2)の推計方式による受注高推計値を比較すると、 
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○動態調査の受注高推計値（手法③(2)）の表章業種別の検証について 

○ H19年度の受注高推計値（手法③(2):抽出階層別回収率（乙調査対象業者以外）によりウェイト付け）と施工 
     調査の完成工事高を表章業種別に比較。 
○ ３業種別（総合・職別・設備）に比べた場合、推計値の方が完成工事高との乖離は縮小するとともに、受注高と 
  受注高推計値の３業種間のバランスも大きな相違はなし。 

職別工事業を中心として乖
離が大きく、５０％以上とな
るものもある 

 
現在の動態調査における受注高等に 
比べ、全体的に乖離幅が小さくなること 
に加え、乖離幅が特に大きかった職別 
工事業も３０％程度に縮小することに 
加え、３業種間のバランスも現在の 
受注高と大きな相違はなし。 

H18年度も同様な傾向 
が見られる 



  
（１） ３業種別（総合工事業、職別工事業、設備工事業）に施工調査の完成工事高と現行推計方式による受注高 
   または手法③(2)の推計方式による受注高推計値を比較すると、H19年度同様、乖離幅が縮小。 
   
 
 
 
 
  
   

 
 
 

－６－

○平成20年度動態調査データによる受注高推計値（手法③(2)）の検証について 

○ H20年度動態調査データにより、受注高推計値（手法③(2):抽出階層別回収率（乙調査対象業者以外）により 
  ウェイト付け）と施工調査の完成工事高を表章業種別及び都道府県別に比較。 
○ 現行推計方式による受注高と手法③(2)のウェイト付による受注高推計値について、H18.4月からH21.3月まで 
  の推移を月ごとに比較。 

  
（２） 三大都市圏別（関東、中部、近畿）に施工調査の完成工事高と現行推計方式による受注高または手法③(2)の 
  推計方式による受注高推計値を比較すると、（１）同様、乖離幅が縮小。 
   
 
 
 
 
  
   

 
 
 

  
（３） 動態調査の現行推計方式による受注高と手法③(2)のウェイト付による受注高推計値の月ごとの3カ年の推移 
  を比較すると、別添のとおり、時系列的な傾向に大きな違いは見られなかった。 
   
 



別 添 

動態調査における受注高(現行推計方式)と受注高推計値(ウェイト付け方式)

との比較 

 

 受注高合計 

【ウェイト付け方式】 

動態調査の抽出層別回収率の逆数によりウェイト付

けした受注高推計値（乙調査対象事業者はウェイト付け

の対象外とする） 
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動態調査の回収率について 
参考１ 

【動態調査の年度平均回収率の推移】 

 
建設投資の急激な減少等による建設業者の経営 
環境の悪化等の構造的な要因も背景とし、回収率 
は低下傾向にある。 

回収率の推移 

 
動態調査の年度平均回収率を抽出層別に見た場合、 
公共工事の受注額が低い層において、特に低い傾向 
となっている。 

抽出層別回収率の状況 
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動態調査における未回答業者の再調査状況について 
参考２ 

【動態調査の年度平均回収率の推移】 

 
 未回答業者の抽出層ごとの分布（（C）のシェア及び（D）のシェア）と再調査結果により仮定の受注高が判明した 
 業者の抽出層ごとの分布（（E）のシェア）には、大きな乖離がない。 

－９－

○ H19年度動態調査において、12ヶ月間未回答だった業者について、同年度の施工調査に回答している業者の 
  状況を調査。 
○ ３ページの再調査結果による受注高等試算値は、施工調査の完成工事高を受注高と仮定し、下表の推計倍率 
  により、動態調査の未回答業者の受注高を推計し、現行推計方式による受注高に加えたもの。 



動態調査の抽出方法について 参考３ 

動態調査の抽出方法 
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施工調査のサンプル（H19年度は約6万4千業者） 

○完成工事高が1億円未満の業者は抽出しない。 
○完成工事高が50億円以上の業者は全数抽出。 
○完成工事高（3層）及び公共元請完成工事高（4層） 
 を指標としてネイマン配分により抽出率を設定。 

 
○下表のとおり、セルを分類し、完成工事高を指標とした 
 ネイマン配分により抽出率を設定（概ね1/2～1/10）。 
○半数は都道府県別の業者数に応じ抽出し、残りの半数 
 は都道府県別に均等に抽出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○乙調査の対象となる大手指定建設業者は有意抽出。 
 

動態調査の調査対象業者数（約1万2千業者） 

○動態調査創設時の検討において、施工調査データを利用し 
 サンプリングシミュレーション（ネイマン配分）を実施 

○完工高1億円未満の層は抽出率が大きい層でも 
 1/50未満で、完工高も大きくない（約5%） 
○完工高50億円以上の層は標準偏差が大きく 
 （11億円以上）、 完工高も非常に大きい（約49%） 
○抽出率については、抽出率が同程度となる層を 
 グループ化するとともに、従前の統計（公共工事着工 
 統計）との接続性に配慮 
○都道府県別の抽出については、表章上の必要性や 
 地域特性を踏まえた精度への影響に加え、建設総合 
 統計における都道府県別サンプルの必要性を勘案  

【直近のデータに基づき検証】 
 
○抽出層毎の状況は現在も同程度 
 
○業種毎の抽出率もバランスは取れている 

動態調査の抽出方法に対する考え方 

抽出層毎の
対象業者数 
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